
令和７年度の研究開発事業の外部評価について

公益財団法人若狭湾エネルギー研究センター

　公益財団法人若狭湾エネルギー研究センターでは、研究開発事業が効率的かつ効果的に推進され、優れた成
果が得られるよう、第三者による外部評価を行っております。
　令和７年10月3日に開催した本年度の外部評価委員会では、「エネルギー・材料小委員会」において７件（事前評
価１件、中間評価１件）、「生物・医療小委員会」において１件（中間評価１件）の研究課題評価を行いました。
　その評価結果の概要は次のとおりです。
　なお、「エネルギー・材料小委員会」における３件（事前評価３件）につきましては、評価実施規程第９条（評価結果
等の公開）に照らし、評価結果公表の対象外といたします。



事前評価 ③ 低損失磁性材料の特性改善

～

② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ 90.00 点

7.7 8.3 10.7 14.9 3.9 7.4 70.00 点

Ｂ A Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

Ａ： 研究計画の実施が妥当である 3 名

Ｂ： 研究計画の一部修正を条件に実施を承認する 4 名

Ｃ： 研究計画の実施は適当でない 0 名

配点

10

10

10

15

20

5

10

10

研究概要
及び

実施内容

2050年の温室効果ガス排出実質ゼロを達成するため、2030年度の排出量を49%削減する取り組みが
求められ、省エネルギー化が特に重要視されている。
パワーエレクトロニクス回路の核となる磁性材料は、省エネルギーに寄与するが、高Si含有のFe-Si合金
は硬化と脆さの問題があり、薄板化が難しい。
そこで本研究では、高硬度で脆性的な高Si含有のFe-Si合金の機械的性質の改善を目的とした添加元素
を探索するとともに、安価な加工手法である冷間圧延により、高Si含有量のFe-Si合金の薄板化を目標と
した研究開発を行う。

研究期間（予定） 令和8年4月1日 令和13年3月31日 （5年間）

令和７年度 外部評価委員会　結果概要

評
価
結
果

評価項目 ① ⑧ 満点

ave. 9.4 7.7 総合得点

評　価

委員の主
なコメント
と対応

福井発の先端技術として大きく期待できる。県内企業の協力も得て実用化されることが望ましい。

成功すれば非常にインパクトの大きな研究です。最適な添加物の探索には、第１原理計算の援用も検討さ
れたらと思います。

《エネ研回答》
委員ご指摘のとおり、第一原理計算の援用により、添加元素種の違いによるFeとSiの規則配列の抑制効
果に関する知見が得られれば、Fe-Si-X合金を実際に作製する効率が向上すると考えます。よって、R8
及びR9年度に第一原理計算により添加元素効果について調査する計画とします。

社会的にインパクトが大きく成果を期待できる課題であり、県内に素子の製造開発企業があり、実用化を
加速できる可能性が高い。Fe-Si系材料への添加元素により物性が大きく変化することから、その最適化
によるイノベーションをぜひ実現していただきたい。

材料開発は岐阜県企業と東北大学が技術を保有しているため、現状ではエネ研の技術蓄積が少ない。
本研究により新規の知財を取得することにより、エネ研の独自技術を蓄積し、県内企業への技術移転を進
めて欲しい。

東北大学など同様の研究を進めているところとの差別化についても十分に最新情報を取得しながら整理し
ていっていただきたい。

A Ｂ 得点率 77.8%

総合評価 自動判定 Ｂ

①研究テーマの社会的意義、市場規模、市場成長性（外部要因評価） ×2

②ニーズの詳細化、ターゲットの明確性、エネ研の強みを活かせる分野・内容（戦略性評価） ×2

③顧客価値の明確性、ニーズ充足度、満足度、費用の市場妥当性（市場価値評価） ×2

委員会
評価

他機関等の研究との差別化に留意しつつ、エネ研としての知財・技術等の蓄積を図る等により、
県内企業との実用化展開につながる取組みを期待する。

今後の
対応

委員ご指摘を踏まえ、第一原理計算により添加元素効果についての調査の点を修正するととも
に、微細組織分析による加工性の解明等、エネ研の強みを活かして研究を進めたい。

評　価　項　目 重要度係数

⑦研究内容の実現可能性（研究難度の評価） ×2

⑧スケジュール、総コスト、実施体制（大学・他機関等との連携の評価を含む）の適切性 ×2

④研究内容の新規性・独創性（その観点からの研究取り組み意義の評価を含む） ×3

⑤研究内容の実用化可能性（その観点からの研究取り組み意義の評価を含む） ×4

⑥研究内容の他分野等への応用性・汎用性（その観点からの研究取り組み意義の評価を含む） ×1



事前評価 ⑤ マイクロ波を用いた合成燃料製造技術の開発

～

② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ 90 点

7.4 7.1 10.3 13.7 3.7 6.9 64.86 点

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

Ａ： 研究計画の実施が妥当である 2 名

Ｂ： 研究計画の一部修正を条件に実施を承認する 5 名

Ｃ： 研究計画の実施は適当でない 0 名

令和７年度 外部評価委員会　結果概要

研究概要
及び

実施内容

本研究は、CO2と水素を反応させ、ガソリンや軽油などの合成燃料を製造する反応である「Direct-FT合
成」プロセスにマイクロ波照射による加熱を組み合わせ、触媒反応を局所的に活性化させることで、合成燃
料の製造に係る省エネルギー化、エネルギー効率向上・低コスト化を実現する技術の確立を目的とする。
　１．原料となる水素とCO2を混合し、触媒に通すことで合成燃料を製造するにあたり、30気圧、300℃
     付近で実験が行え、かつマイクロ波の照射も可能な装置を設計、製作する。
　２．触媒の作製を行うとともに、局所加熱が可能なマイクロ波加熱の特長を利用する視点から反応効率
     が向上する条件を探索する。あわせて反応生成物を分析する方法を考案、開発する。
　３．実用化の視点で、未反応ガスのリサイクル方法（H2、CO2、COの分離方法）の検討、エネルギー
     効率向上さらには大規模化による経済性評価等を行う。

8.9 6.9 総合得点

評　価 A Ｂ 得点率

研究期間（予定） 令和8年4月1日 令和13年3月31日 （5年間）

評
価
結
果

評価項目 ① ⑧ 満点

ave.

72.1%

総合評価 自動判定 Ｂ

委員の主
なコメント
と対応

興味深い研究なので基礎的な検討は今後も続けることが望ましい。

カーボンニュートラルに寄与するために、更なる大規模化の検討にも注力してください。

Direct-FT合成をマイクロ波照射で行うことに新規性はあると思われる。CO2を原料とするので、カーボ
ンニュートラルに貢献するようではあるが、燃料ですぐCO２に戻る。高価な水素をより多く必要とするの
で、原料コスト依存性が極めて高く、コスト的にペイする見込みが立たず、現状ではすでに開発中の事業と
比較して大きな有意差があるとは考えにくい。燃料とすれば大量合成が必要になるが、それに応じた大規
模な装置が必要であり、実用化への道筋が見えにくい。水素が安価になる将来を期待するというよりも、研
究計画により付加価値の高い物質の合成を合わせて目標に組み入れることで、スモールスタートから実用
化へとつなげていく研究計画を考慮していただきたい。

《エネ研回答》
現状はご指摘のとおり、合成燃料製造コストは高価である水素価格に大きく依存するものの、水素価格が
下がれば、社会実装の可能性が高まることが想定されるため、次世代FT合成プロセスに関しては革新的
製造技術の開発を2029年までに行うという経済産業省のロードマップを踏まえ、まずは製造効率を高め
る研究に集中したい。

Direct-FT合成をさらに高度化する研究であり、本技術についてはエネルギー研究センターに技術蓄積
が少ないため、研究成果を得ていくためにも先行機関との連携を検討した方がよいと思う。

《エネ研回答》
ご指摘の先行機関との連携については、本研究を効率的かつ効果的に遂行するうえでも非常に重要な事
項であると認識しており、本研究では県内企業も含めた先行機関と密に連携し、協議・技術検討等を実施
していく予定である。

いろいろなファクターを議論する必要があると思うのですが、いずれにしても最終的にはこうしたプロセス
の特徴を生かすためには、反応速度を飛躍的に上げてやる必要があると思います。そのあたりを研究に反
映できるよう考慮をいただきたいと思います。

《エネ研回答》
反応速度の向上を目指して、マイクロ波加熱の優位性を最大限活かすことのできる触媒の種類・表面積・
担持方法ならびに原料ガスの流速など様々なパラメータを変更して最適条件を探索する予定です。

委員会
評価

カーボンニュートラルに貢献する水準に達するためには、反応速度の飛躍的向上等、製造効率
を高める必要があり、そのためにも、先行機関との連携等により、効率的かつ効果的な研究の推
進を期待する。

今後の
対応

委員ご指摘を踏まえ、県内企業も含めた先行機関と密に連携し、協議・技術検討等を実施する
とともに、実用化に向けて、反応速度の向上等、製造効率を高める研究を推進する。



配点

10

10

10

15

20

5

10

10

評　価　項　目 重要度係数

①研究テーマの社会的意義、市場規模、市場成長性（外部要因評価） ×2

②ニーズの詳細化、ターゲットの明確性、エネ研の強みを活かせる分野・内容（戦略性評価） ×2

⑥研究内容の他分野等への応用性・汎用性（その観点からの研究取り組み意義の評価を含む） ×1

⑦研究内容の実現可能性（研究難度の評価） ×2

⑧スケジュール、総コスト、実施体制（大学・他機関等との連携の評価を含む）の適切性 ×2

③顧客価値の明確性、ニーズ充足度、満足度、費用の市場妥当性（市場価値評価） ×2

④研究内容の新規性・独創性（その観点からの研究取り組み意義の評価を含む） ×3

⑤研究内容の実用化可能性（その観点からの研究取り組み意義の評価を含む） ×4



事前評価 ⑥

～

② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ 90 点

8.3 8.0 12.4 16.6 3.9 8.3 73.71 点

A A A A Ｂ A

Ａ： 研究計画の実施が妥当である 5 名

Ｂ： 研究計画の一部修正を条件に実施を承認する 2 名

Ｃ： 0 名
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令和７年度 外部評価委員会　結果概要

水素社会を実現するアンモニアの新規合成装置の改良

研究概要
及び

実施内容

水素社会の実現のために、水素を安全に保存・輸送する技術が求められている中、アンモニアは重量あた
りの水素含有量が高く、液化しやすいため、国の水素基本戦略（2017年策定、2023年改定）に記載され
る水素キャリア及び二酸化炭素を排出しない燃料として重視されている。一方で、製造時に二酸化炭素を
排出しない手法かつ安価で小規模化に対応したアンモニア合成手法の開発が求められている。
令和７年度までに実施した「水素キャリアとして有望なアンモニアの新規合成装置の開発」研究で得られた
成果をベースに、新しい構造の反応装置を製作し、効率の高いアンモニア合成装置の実用化に向けた研究
を行う。

研究期間（予定） 令和8年4月1日 令和13年3月31日 （5年間）

評
価
結
果

評価項目 ① ⑧ 満点

ave. 8.6 7.7 総合得点

評　価

委員の主
なコメント
と対応

新しい技術開発であり実現されることが期待される。

有望な研究であり素晴らしい成果を期待します。ハーバーボッシュ法の温度・圧力の条件と比較すると、プ
ラント化する際には１０気圧の高圧ガス法の壁にこだわらずに研究を進めることも、有効かと思います。

エネルギー研究センターとして、有望な水素キャリアであるアンモニアの新規合成法の研究に意義があり、
強みを有する金属ナトリウムを活用するということでも研究適性が高いテーマである。これまでの検討で、
生成量を330倍にしナトリウムの使用量を格段に減らしたことも特質すべき成果であるが、まだ圧力を上
げるなどの伸びしろがある。実用化に向けて、小規模装置を並べるナンバリングアップを前提としている
が、基本装置設計の依存度が高いので、反応装置の最適化も含めて高効率化を目指していただきたい。

アンモニアの新規合成装置の実用化に向けた研究であり研究成果を期待したい。
また、県内企業が参画している事業であり新しい知財を取得し県内での実証プラントの開発を実現して欲
しい。

委員会
評価

実用化に向け、アンモニア合成率の向上を期待する。

A Ｂ 得点率 81.9%

総合評価 自動判定 Ｂ

研究計画の実施は適当でない

②ニーズの詳細化、ターゲットの明確性、エネ研の強みを活かせる分野・内容（戦略性評価） ×2

③顧客価値の明確性、ニーズ充足度、満足度、費用の市場妥当性（市場価値評価） ×2

④研究内容の新規性・独創性（その観点からの研究取り組み意義の評価を含む） ×3

今後の
対応

現状は、高圧ガス法の範囲内での研究となっているが、高効率化、プラント化の観点から、研究
結果を踏まえ、必要であればさらなる高圧化について検討したい。

評　価　項　目 重要度係数

①研究テーマの社会的意義、市場規模、市場成長性（外部要因評価） ×2

⑧スケジュール、総コスト、実施体制（大学・他機関等との連携の評価を含む）の適切性 ×2

⑤研究内容の実用化可能性（その観点からの研究取り組み意義の評価を含む） ×4

⑥研究内容の他分野等への応用性・汎用性（その観点からの研究取り組み意義の評価を含む） ×1

⑦研究内容の実現可能性（研究難度の評価） ×2



中間評価 ⑦

～

② ③ ④ 40.00 点

8.6 8.3 8.6 34.00 点

A A A

Ａ： 計画どおり継続すべきである 7 名

Ｂ： 目標達成のためには、計画の変更が必要である 0 名

Ｃ： 0 名

配点

10

10

10

10

令和７年度 外部評価委員会　結果概要

宇宙産業用イオンビーム照射手法の確立

研究概要
及び

実施内容

本研究は、福井県の小型人工衛星製造・運用に係る産業基盤の構築と並行し、これまでのＪＡＸＡとの研究
連携等を活かしつつ、月面探査なども視野に、ロケットや人工衛星といった宇宙機の放射線耐性評価のた
めのイオンビーム照射手法の高度化・標準化を行い、県内の宇宙産業の推進及び我が国の宇宙開発に貢
献することを目的とする。
　１．イオンビーム照射手法／設備の高度化（ＪＡＸＡとの研究連携）
　　（１）温度可変状態での「その場」測定手法の構築→タンデム加速器、イオン注入器にて宇宙の多様な
         環境を模擬した低温から高温領域でイオンビームが測定可能な手法・設備を構築
　　（２）真空中照射手法の検討→・シンクロトロンにて真空照射を模擬する手法を検討
　２．照射手法の標準化、試験治具の共通化
　　（１）陽子（プロトン）照射手法プロトコルの整備
　　（２）治具標準化/類似他施設との共通的な標準評価手法確立 ​
　　（３）情報収集
　３．開発した照射手法・設備の県内企業・大学への適用／評価→福井大学、セーレン（株）との共同研究

8.6 総合得点

評　価 A 得点率

研究期間（予定） 令和5年4月1日 令和10年3月31日 （5年間）

評
価
結
果

評価項目 ① 満点

ave.

85.0%

総合評価 自動判定 Ａ

目標達成は困難であり、大幅な計画変更や中止を検討すべき

委員の主
なコメント
と対応

順調に進捗している。

研究は順調に進んでいると判断します。照射時間の不足を補うための更なる方策を検討されてはいかが
でしょうか。

《エネ研回答》
照射時間の不足を補うための更なる方策については、引き続き、ハード面やソフト面のについて検討を進
めてまいります。

福井県の宇宙産業事業への貢献度は大きくエネ研の存在意義を高め、タイムリーに進捗している研究課
題と思われる。さらなる効率化による試験キャパシティの向上を期待したい。

評　価　項　目 重要度係数

①研究目的の達成度 ×2

②実施した研究内容の妥当性 ×2

本研究は放射線試験の高度化に資するものであり、エネ研の放射線試験の差別化・優位性を示すために
も非常に重要である。
今後も、エネルギー研究センター、福井大学、福井工業大学、工業技術センターなどと連携をしながら県内
の宇宙ビジネスの発展に寄与して欲しい。

利用要求は増えていくものと思いますので引き続き色々と工夫をお願いしたいと思います。

委員会
評価

計画通り継続すべきである。

今後の
対応

継続して、イオンビーム照射手法の高度化・標準化を行っていく。

③研究成果の実用化見込み ×2

④研究成果の発展性 ×2



中間評価 ⑧

～

② ③ ④ 40.00 点

7.4 7.4 6.9 28.00 点

Ｂ Ｂ Ｂ

Ａ： 計画どおり継続すべきである 3 名

Ｂ： 目標達成のためには、計画の変更が必要である 4 名

Ｃ： 0 名

配点

10

10

10

10

研究概要
及び

実施内容

「福井ブランド」として福井県の多様な特産物や伝統野菜の効率的な育種を実現するため、農業試験場の
育種計画に基づいたDNAマーカーの開発を行う。
　１．ミディトマトの単為結果性を判別するDNAマーカーの開発
　2.ヘタ離れ性、短果梗性の判別に用いるDNAマーカーの開発
　【方法】
　　試料となるトマトからDNAを抽出し、品種間における塩基配列の差異（DNA多型）を検出する方法
    として、RAPD（Random Amplified Polymorphic DNA）、あるいはAFLP(Amplified
    Fragment Length Polymorphism)を実施するとともにDNA多型検出方法の高度化、迅速化を
    図る。
　　得られたDNA多型の塩基配列をDNAシーケンサーを用いて解析し、PCRによって特異的なDNA
    断片のみが増幅するようDNAプライマーの設計を行い、PCR条件の最適化を経て最終的なDNA
    マーカーを作成する。
※本研究は、連携する農業試験場の方針により、単為結果性などのDNAマーカーの選別効果についての
　　検証ができないため、令和7年度をもって中止する。

研究期間（予定） 令和5年4月1日 令和10年3月31日 （5年間）

令和７年度 外部評価委員会　結果概要

福井県産生物資源のＤＮＡマーカー開発

Ｂ 得点率 70.0%

総合評価 自動判定 Ｂ

目標達成は困難であり、大幅な計画変更や中止を検討すべき

評
価
結
果

評価項目 ① 満点

ave. 6.3 総合得点

評　価

④研究成果の発展性 ×2

①研究目的の達成度 ×2

②実施した研究内容の妥当性 ×2

③研究成果の実用化見込み ×2

委員会
評価

地域特産や差別化農作物のブランド化という目的に照らし、必要な技術開発という視点で、得ら
れた研究成果の活用を含めた今後の取組みを期待する。

今後の
対応

ミディトマトを対象とした本研究を終了する。効率的な品種改良開発を目指し、イオンビーム育
種とDNAマーカー選抜を組み合わせた研究の可能性などを検討していく。

評　価　項　目 重要度係数

委員の主
なコメント
と対応

福井県にとっても重要な技術であるので継続していただきたい。

研究の中止は残念ですが、この研究で得られたDNAマーカー作成技術やノウハウを、今後の研究で活用
してください。

基礎的な知見やノウハウの蓄積は達成されているので、将来高温耐性品種の開発などに生かすことを念
頭に、AIを利用したデータ解析の方法の高度化や他の品種に関するデータとの組み合わせなどを継続し、
基盤技術として残していっていただけたらと思います。

DNA多型検出技術の高度化による単為結果性選抜用ＤＮＡマーカー開発について一定の成果は見出せ
たと思いますので、今後、他の品目や形質への応用に期待します。本研究はＲ７年度で中止するとのことで
すが、農業分野においては、今後の気象変動への対応やみどり戦略の推進など課題が多岐に渡っており、
情勢に応じた迅速な品種開発が一層求められると思いますので、今後もニーズに応じてＤＮＡマーカー開
発にかかる研究を実施していただきたいと思います。

DNAマーカー開発のなかで唯一継続が決まった単為結果性選抜用DNAマーカーについては、ぜひ今後
の省力化や収穫増量に繋げるための一歩にしてほしいです。

DNA多型検出方法の研究は、DNAマーカー開発への応用が期待できる成果であったと思います。
一方で、開発したDNAマーカーを活用して、地域の特産品種・優良品種の育種を達成するまでには、従来
の育種方法の改良も含めて、技術確立にまだ時間がかかるという状況であることが理解できました。
また、市場のニーズの変化は大きく、AI活用による競合研究者との競争も激しくなっており、研究開発には
従来以上のスピードと差別化が求められていると感じます。
DNAマーカーの開発という手段的な目標に留めず、地域特産や差別化農作物のブランド化のために必要
な技術開発と言う出口的な視点をさらに強化して、研究開発を遂行して頂けると良いのではないかと思い
ます。
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関西電力株式会社　地域共生本部　嶺南Ｅコーストプロジェクトチーム  部長

国立大学法人　福井大学　医学部　病態解析医学講座
放射線医学領域  教授

セーレン株式会社　研究開発センター  センター長

北陸電力株式会社  執行役員　経営企画部長

日華化学株式会社　化学品部門　界面化学研究所  フェロー

福井県工業技術センター　企画支援部  部長

日本原子力発電株式会社  執行役員　経営企画室長

国立大学法人　福井大学  副学長　産学連携本部本部長

生物・医療

生物・医療

エネルギー・材料

エネルギー・材料

エネルギー・材料
生物・医療

公益財団法人若狭湾エネルギー研究センター　外部評価委員会　委員名簿

（令和７年７月現在：五十音順、敬称略）

氏　　名

掛下　知行

片岡　勲

川崎　佳治

木村　健二

小林　駿司

嶋田　浩昌

白川　徹朗

辻川　哲也

辻本　和久

福村　正人

松田　光夫

村上　哲彦

小委員会

エネルギー・材料

エネルギー・材料
生物・医療

生物・医療

エネルギー・材料
生物・医療

エネルギー・材料
生物・医療

役　　　　職

学校法人金井学園　福井工業大学  学長

株式会社原子力安全システム研究所  技術システム研究所長

福井県農業試験場  企画・指導部長

国立大学法人　京都大学  名誉教授

福井県 エネルギー環境部 エネルギー課  課長

一般社団法人　福井県商工会議所連合会  専務理事

森田　孝

米沢　　晋


